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　1．議決事項

（１）金融政策決定会合関係

◆･金融市場調節方針の決定および「当面の金融政策運営について」
の公表に関する件（11月15・16日）

　本委員会は、平成23年11月15・16日の金融政策決定会合において、次回金融

政策決定会合までの金融市場調節方針を下記のとおりとすること、および当面

の金融政策運営について別紙のとおり公表することを決定した。

記

　無担保コールレート（オーバーナイト物）を、0〜0.1％程度で

推移するよう促す。
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◆･金融政策決定会合の議事要旨（2011年10月27日開催分）に関
する件（11月15・16日）

　本委員会は、平成23年11月15・16日の金融政策決定会合において、金融政策

決定会合の議事要旨（2011年10月27日開催分）注1）を承認した。

　

注1 ）　インターネット・ホームページをご参照ください（11月21日公表）。
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◆･「米ドル資金供給オペレーション基本要領」等の一部改正に関
する件（11月30日)

　本委員会は、平成23年11月30日の臨時金融政策決定会合において、最近にお

ける国際短期金融市場の状況と、これが円の金融市場の流動性に及ぼし得る影

響に鑑み、金融調節の円滑化を図るとともに、金融市場の円滑な機能の維持お

よび安定性の確保に資するため、下記の諸措置を講ずることを決定した。

記

1. 　「米ドル資金供給オペレーション基本要領」（平成22年5月10日決定）注2）を

別紙1.のとおり一部改正すること。

2. 　｢米ドル資金供給オペレーションにおける貸付対象先選定基本要領｣（平成

22年5月10日決定）注3）を別紙2. のとおり一部改正すること。

3. 　｢ニューヨーク連邦準備銀行との間の為替スワップ取極要綱｣（平成22年5月
10日決定）注4）を別紙3. のとおり一部改正すること。

　

注2）「米ドル資金供給オペレーション基本要領」の全文については、インターネット・

ホームページをご参照ください。

注3）「米ドル資金供給オペレーションにおける貸付対象先選定基本要領」の全文につい

ては、インターネット・ホームページをご参照ください。

注4）「ニューヨーク連邦準備銀行との間の為替スワップ取極要綱」の全文については、

インターネット・ホームページをご参照ください。
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◆･「国際短期金融市場の緊張への中央銀行の協調対応策」の公表
に関する件（11月30日)

　本委員会は、平成23年11月30日の臨時金融政策決定会合において、国際短期

金融市場の緊張への中央銀行の協調対応策について、別紙のとおり公表するこ

とを決定した。
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◆金融市場調節方針の決定に関する件（11月30日）

　本委員会は、平成23年11月30日の臨時金融政策決定会合において、次回金融

政策決定会合までの金融市場調節方針を下記のとおりとし、別添のとおり公表

することを決定した。

記

　無担保コールレート（オーバーナイト物）を、0〜0.1％程度で

推移するよう促す。
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（２）通常会合関係

◆･第127回事業年度上半期財務諸表の作成等に関する件（10月28
日）

　本委員会は、平成23年10月28日、第127回事業年度上半期（平成23年4月1日か

ら平成23年9月30日まで）財務諸表の作成等について、下記のとおり決定した注5）。

　その後、日本銀行は、第127回事業年度上半期財務諸表にかかる財務大臣の承

認を受け、11月28日、同事業年度上半期財務諸表及び同財務諸表にかかる附属

明細書を公表した。その概要は別添のとおりである。

記

1. 　第127回事業年度上半期財務諸表及び同財務諸表に係る附属明細書を別紙の

とおりとすること。

2. 　第127回事業年度（平成23年4月1日から平成24年3月31日まで）に係る国庫

納付金について、日本銀行法施行令第17条の規定に基づく平成10年大蔵省告

示第509号の定めにより、概算納付を行わないこと。

　

注5）　本件は、本委員会で10月中に決定したものですが、第127回事業年度上半期財務諸

表等の公表後に発刊される月報に掲載する扱いとしました。
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◆･「通貨及び金融の調節に関する報告書」作成に関する件（11月
25日）

　本委員会は、平成23年11月25日、日本銀行法第54条第 1項に基づき、「通貨及

び金融の調節に関する報告書」の作成について決定した（なお、日本銀行は、

12月 9日、同報告書を財務大臣を経由して国会に提出した）。

　同報告書は、平成23年4月〜9月中に実施した金融政策運営等について記載し

たものであり、その構成は以下のとおりである注6）。

要　　旨

Ⅰ．経済及び金融の情勢

　1．経済の情勢

　（1）国内実体経済

（概況）

（輸出は震災後に大幅減となったが、夏場にかけて震災前の水準を回復）

（生産は震災後に大幅減となったが、夏場にかけて震災前の水準を回復）

（設備投資は震災後に弱い動きとなったが、被災した設備の修復などか

ら、緩やかに増加）

（住宅投資は震災後に弱めとなったが、供給制約の解消などに伴って持

ち直しの動きが明確化した。公共投資は下げ止まりに向かった）

（雇用・所得環境は、一部に改善の動きがみられたものの、震災の影響

もあって、総じて厳しい状態が続いた）

（個人消費は震災後に弱い動きとなったあと、全体としては持ち直しへ）

　（2）物価

　（3）海外経済

　2．金融面の動向

　（1）国際金融資本市場

　（2）短期金融市場

　（3）債券市場

　

注6 ）　同報告書の全文については、インターネット・ホームページをご参照ください（12
月9日公表）。
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　（4）株式市場

　（5）外国為替市場

　（6）企業金融

　（7）量的金融指標

Ⅱ．金融政策運営及び金融政策手段

　1．金融政策決定会合の開催実績

　2．金融政策決定会合における検討・決定

　（1）概況

　（2）「経済・物価情勢の展望」の公表

　（3）各会合における検討・決定

　　　イ．23年4月の会合

　　　（海外経済は回復を続けている）

　　　（わが国経済は、震災の影響により下押し圧力の強い状態にある）

　　　（ 消費者物価の前年比下落幅は縮小を続けた後、小幅のプラスに転じて

いる）

　　　（金融環境は、中小企業を中心に一部で資金繰りが厳しくなっている）

　　　（金融市場調節方針の維持）

　　　（被災地金融機関を支援するための新たな枠組みの決定）

　　　ロ．5月の会合

　　　（海外経済は回復を続けている）

　　　（わが国経済は、震災の影響により下押し圧力の強い状態にある）

　　　（消費者物価の前年比は、小幅のプラスに転じていく）

　　　（金融環境は、中小企業を中心に一部で資金繰りが厳しくなっている）

　　　（金融市場調節方針の維持）

　　　ハ．6月の会合

　　　（海外経済は、減速しつつも回復を続けている）

　　　（わが国の景気は、持ち直しの動きもみられている）

　　　（消費者物価の前年比は、小幅のプラスに転じている）

　　　（金融環境は、中小企業を中心に一部で資金繰りに厳しさが窺われる）

　　　（金融市場調節方針の維持）

　　　（成長基盤強化を支援するための資金供給の拡充）

　　　ニ．7月の会合

　　　（海外経済は、減速しつつも緩やかな回復を続けている）
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　　　（わが国の経済は、持ち直している）

　　　（消費者物価の前年比は、小幅のプラスで推移している）

　　　（金融環境は、総じて緩和の動きが続いている）

　　　（金融市場調節方針の維持）

　　　（米ドル資金供給オペレーション等の期限延長）

　　　（「経済・物価情勢の見通し」の中間評価）

　　　ホ．8月の会合

　　　（為替・金融資本市場は、不安定な動きとなっている）

　　　（海外経済は、減速しつつも緩やかな回復を続けている）

　　　（ わが国の経済は着実に持ち直してきているが、景気の下振れリスクに

より留意すべき情勢となっている）

　　　（消費者物価の前年比は、小幅のプラスで推移している）

　　　（金融環境は、総じて緩和の動きが続いている）

　　　（金融市場調節方針の維持）

　　　（資産買入等の基金の増額）

　　　ヘ．9月の会合

　　　（海外経済は減速している）

　　　（国際金融資本市場は、振れの大きい不安定な状態となっている）

　　　（ わが国の経済は着実に持ち直してきており、生産や輸出は震災前の水

準に概ね復している）

　　　（消費者物価の前年比は、当面ゼロ％近傍で推移する）

　　　（金融環境は、総じて緩和の動きが続いている）

　　　（金融市場調節方針の維持）

　（4）金融政策運営を巡る論点

　　　（東日本大震災のわが国経済への影響）

　　　（被災地の復旧・復興に向けた金融面での支援）

　　　（国際金融資本市場の緊張の高まりと為替円高）

　　　（成長基盤強化を支援するための資金供給）

　　　（消費者物価の基準改定）

　3．金融市場調節の実施状況と金融市場調節手段の動向

　4．日本銀行のバランスシートの動き

　5．金融政策手段に係る事項の決定又は変更

　（1）被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーション等
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　（2）成長基盤強化を支援するための資金供給における出資等に関する特則

　（3）米ドル資金供給オペレーションの実施期限延長のための措置

　（4）資産買入等の基金の増額

Ⅲ．金融政策決定会合における決定の内容

　1．金融政策運営に関する決定事項等

　2．金融政策手段に係る事項の決定又は変更

　3．金融政策決定会合議事要旨

参考計表・資料一覧
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◆政策委員会月報（平成23年10月）に関する件（11月25日）

　本委員会は、平成23年11月25日、政策委員会月報（平成23年10月）を承認し

た。

◆･本日の臨時金融政策決定会合の招集手続に関する件（11月30
日）

　本委員会は、平成23年11月30日、議長が招集した臨時の金融政策決定会合に

ついて、外国中央銀行との信頼関係を確保する観点から、事前の招集事実の公

表を行わないことを決定した。
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　2．報告事項

●�2012年度IT投資計画の組成に向けた取組み等
� （システム情報局）

●金融機関の業務運営動向とリスクの状況（金融機構局）

●�国債の決済期間短縮検討WGの最終報告書
� （決済機構局、金融市場局）

●東日本大震災事業者再生支援機構法の概要（金融機構局）

●2011/9月末における本行バランスシートの状況（企画局）

●タイ中銀との間でのクロスボーダー担保スキームの実施
� （決済機構局、業務局、国際局）注）

●平成23年度上期の検査結果等（検査室）

●2012年度IT投資計画の策定状況（システム情報局）

●2011年度上期の本行システムの運行状況（システム情報局）

　

注 ）　「タイ中央銀行による日本国債を担保としたタイ･バーツ資金供給策の実施および日

本銀行の協力について」は、インターネット・ホームページをご参照ください（11月25
日公表）。
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